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1. 背景・課題・目的

国土交通省では、「質の高い住宅ストックを形
成し、循環利用する住宅市場への転換を図る」
ため、安心して中古住宅の取得、リフォームを
行うことができる市場の環境整備を進める施策
を展開している。

背景

「質の高い住宅ストックの形成」に向けた取組
①優良な新築住宅の建築の普及
②既存住宅が適切に評価され、リフォーム
により質の向上がなされる環境整備

性能向上リフォームの普及に向けて、対応が
必要な既存住宅に係わる主な課題
・性能評価の記録等が確かな住宅は少数
・多くの既存住宅では、新築時の設計図面等
設計内容を確認する資料が散逸
・インスペクション（現況検査）は非破壊検査
によるため、壁内部等の劣化把握が困難

課題

目的

設計内容の確認や劣化等の現況の確認が
困難な既存住宅（主として戸建て木造住宅）
について、性能水準と現状の把握を容易に
できる手法等を整備し、評価や性能向上リフ
ォームの実施を支援する。

①既存住宅の壁や屋根の内部等、見えない
部分の仕様（材料や構造）を、年代や地域等
の特徴から推定する手法の開発

②解体建物調査により木造住宅の劣化・損
傷等の実態データを整備し、劣化状況を効率
的に把握する現況検査法の開発



2. 研究開発の体制

有識者委員会国土交通省

JBN（工務店全国組織）建築研究所 住宅金融支援機構

技術開発検討会（全体会）
座長：小松幸夫早稲田大学教授

助言

連携して研究 技術水準の検討、調査協力等

情報整備・管理技術検討WG
座長：嘉納成男早稲田大学教授

材料構法の把握手法検討WG
座長：松村秀一東京大学教授

劣化調査・検査法検討WG
座長：中島正夫関東学院大学教授

部門Ⅰ 既存住宅の設計情報の整備・管理手法

（2）情報技術を用いた住宅履歴情報の整備手法

(1)既存住宅の材料構法等の把握手法
・既存住宅の設計仕様の実態調査の実施

（1）解体建物事例における劣化・損傷の実態
調査の実施

（1）相隣環境水準の計測・評価手法

森林総合研究所

大学

住宅履歴情報登録機関住宅性能評価機関 日本木材保存協会

住宅生産・リフォーム事業者

※部門Ⅰ,Ⅱに関する調査・分析
をWGで審議
部門Ⅲを含めて全体会で討議

部門Ⅱ 既存住宅の劣化実態に即した現況検査法

部門Ⅲ 既存住宅の新たな性能評価手法

（2）劣化実態に即した現況検査法の検討



3. 研究成果 ①既存住宅の設計情報の整備手法

既存住宅の評価やリフォーム計画の立案に
おいて、建物がどう造られているのかを表す
図面や仕様書の整備が必要。（新築時の資
料が散逸している場合は復元が必要。）

中小工務店等の仕様等に関するデータ整備

・新築時の図面等が保管されている住宅、約1,500棟
の壁、屋根、床組等の設計実例データを取得・整備

・地域や年代別に、実際に用いられた材料や構法等
の仕様に関する技術資料として活用

既存住宅の材料・構法データの取得

ケーススタディによる利用効果

材
料
・構
法
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

・調査実施前に資料収集、聞き取りなど・建設時期、所在地、構造等

物件基本情報の収集

手作業による場合 材料・構法データベース利用の場合

図面がある

・現地記録用に
複写する

・調査員4名(高い専門性が必要)
・外部・内部に分かれて、目視調査の実
施
・調査各部の写真撮影、撮影部位をメモ

現地確認

調査結果の記録

・写真データを部位別に整理
・記録データから仕様書を作成

・基本情報による標準仕様設定

・調査員1～2名（ある程度専門性が必要）
・推定仕様を目視で確認、異なる部分を
端末で修正する。
・所定部分の写真撮影（同時に取込み）

現地確認と記録

ある程度専門性を要する作業

※作業内容：枠の大きさが作業量を示す

図面がない

・既存図面がな
い場合は、現地
を見ながら新た
に作成する。（建
物配置図・平面
図・立面図）

・調査員4名(高い専門性が必要)
・目視内容から各部の材料・構法を判定
・判定結果を記録用図面に書き込み

材料・構法の判定

・部位・階層毎に選択肢の確認及び修正

データベース検索・標準仕様設定

推定仕様の設定（選択肢の見直し）

図面がない

・既存図面がな
い場合は、現地
を見ながら新た
に作成する。
（建物配置図・
平面図・立面
図）

現地作業

図面がある

・保存用に複写
する

高度な専門性を要する作業

調査結果の記録

凡
例

参照

参照

判断のよりどころ
判定根拠になる

作業量・必要
な専門性の
点で優位

作業量

多い

少ない

ゼネラルデー
タ（公開）参照

固有物件データ（非公開）

専門技術者の作業削減
(4人×2日 → 2人×1日)

作業プロセス
の改善 「材料・構法データベース」の開発

現況調査において実務者の業務を支援するツール

・地域、年代等を指定して各部分の仕様を絞り込み検索
・推定された「仕様」に基づくことで現場調査（確認）を軽減
・調査結果を「現場調査報告書」として出力

リフォームに係わる現場調査の支援ツール
(現在は、研究者等専門家に向けた試行運用中)

• 見えない部分の仕様を一定の根拠をもって推定
できることで、リフォーム計画の基になる現況図
面、仕様書の復元作業の合理化を支援

（試行実験）

一般的な規模の住宅において、現場調査に係
る専門技術者の必要員数の低減効果を確認



４. 研究成果 ②劣化実態に即した現況検査手法

• 木造躯体の劣化状況の実態として、調査建物の
約90％で壁内部の木材等に生物劣化が確認され
た。

現況検査法（案）における検査実施内容

「劣化実態に即した現況検査方法(案)」の提示

木造住宅の劣化推定のための現況検査方法の案

・生物劣化の発生実態に基づき、建物の構造（基礎周辺、
軒の出等）の別により劣化リスクの推定を行い検査部分を
絞る調査方法の提案

住宅性能表示制度（既存住宅）における
検査方法、性能基準等への反映

• １階を重点的に検査すれば生物劣化の90％以上
は発見可能。

• “軒の出30cm未満”、“床高さ40cm未満”は、劣化
があることを前提として対応を計画するのが適当
。

解体建物調査による実態データ整備

・116棟の詳細調査、103棟の実態データを取得、整備
（類似の既往研究は10棟に満たない）

戸建て木造住宅の劣化・損傷データの取得建物の現況検査では、壁表面の変状（ひび
割れ等）が視認されない部分は内部の木材
等は健全と推定しているが、変状と劣化等の
関係について実態把握、分析が必要。

解体工事着手前に
行う現況調査

仕上げ材が解体された
状態で行う劣化調査

既存住宅の劣化調査の効率化、簡便化に資する知見
が得られた

解体建物調査

劣化リスクを加味し
た検査部分の設定

変状、劣化実態の
把握、要因の分析



5. 研究成果 ③住宅・敷地の相隣環境性能の評価手法

法定建ぺい率・容積率を最大限利用した建築モデ
ルの日照・採光の計測・評価手法の検討
・「日照ポテンシャル図」の提案とそれを用いた分析方法の
検討、「外壁窓面の照度」に着目した採光水準の計測ケー
ススタディにより、計測・評価手法を開発。

日照水準、採光水準の計測手法の検討

• 日照及び採光の要求水準を安定的に確保でき
る敷地条件を分析・解明

開発したシミュレーション測定ツールによる日照時間の計測・評価の例

「日照・採光水準のシミュレーション計測・評価
ツール」の開発

住宅、敷地の評価において、価値の見えにく
い「日照・採光」の居住環境についての指標
を定量化し、相隣環境水準を考慮した住宅
性能の効率的な評価手法が必要。

「日照ポテンシャル図」作成による
日照時間の評価手法

1

２

日照・採光水準の計測・評価を簡易に実施するため
のＰＣソフトウェアの開発
・当該敷地の条件と、周辺敷地において建築可能な形態制
限等の相対関係の中で日照・採光水準を定量的に計測す
る手法及びシミュレーションツール。

• 建築設計実務者等が、住宅、宅地の相隣環境
性能水準を踏まえた活用計画の検討に活用

法規性の異なる街区
モデルにおける計測
シミュレーション

住宅性能表示制度における参考情報の提
供の方法や基準化の提示



6. 研究開発成果の波及効果や副次的効果等

長期優良住宅化リフォーム推進事業
における住宅性能の評価基準制度に反映

• 既存住宅の年代ごとの性能水準を把握する技術データの整備
• 解体建物調査による劣化・損傷の実態データの整備 構造躯体等の劣化対策（木造）の評価基準

長期優良住宅化リフォーム推進事業（H25年度～）
（補助事業）

既存住宅の長期優良住宅に
係る認定基準の整備に資す
る検討（H22～23年度）

研究期間

長期優良住宅化リフォーム推進事業の実施等を通じて、既存住宅の流通及びリフォームの促進

検討会の議論も
踏まえて基準に
反映 補助事業の実績・内容も踏まえて

基準（増改築基準）に反映

既存長期優良住宅認定（H28年度～）

既存長期優良住宅認定（H28年度～）



7. 新規課題に向けた改善等

①既存住宅の設計情報の整備手法
→現況調査、リフォーム等の業務の生産性向上に向けて、既存住宅のデータ整備を継続

②劣化実態に即した現況検査手法
→より合理的で確度の高いインスペクション（現況検査）の手法を検討

③住宅・敷地の相隣環境性能の評価手法
→公共賃貸住宅や民間住宅団地の管理・再生に係る3次元モデル（団地単位：集団規定の
確認、建物形状・配置による相隣環境・微気候・見通し等への影響等）のプロトタイプを開発

本研究成果をさらに発展させ、既存住宅の現況調査、リフォーム
等の業務の生産性向上に向けて、公共賃貸住宅等の管理に係
るBIM等3次元モデルと連携する建築材料・部品等のデータ整備
を検討（課題例：建設技術の研究開発助成経費 新技術導入促
進に関する経費）



 

 

追跡調査結果 

研究開発課題名 中古住宅流通促進・ストック再生に向けた既存住宅等の性能評価技術の開発 

研究開発の概要 既存住宅の流通や適切なリフォーム等を推進していくための施策展開の一環として、性能

が明らかでない既存住宅等について、図面等が無い場合においても構造・材料等を容易に

把握し、その性能を効率的に評価する手法の開発を行う。 

【研究期間：平成２３～２６年度   研究費総額：約３８１百万円】 

研究開発の目的

（アウトプット

指標、アウトカ

ム指標） 

本技術開発は、既存住宅の評価にあたり、課題とされている、「設計図面等が散逸し性能

水準が不確か」「現況検査では壁内部等の劣化把握が困難」などの技術的課題を解決し、

既存住宅の現況把握と性能向上リフォームの普及促進に向けて、既存住宅の性能水準の把

握手法や新たな評価手法を開発することを目的とする。 

波及効果や副次

的効果等 

 

【波及効果や副次的効果等】 

○研究開発成果の波及効果や副次的効果等 

長期優良住宅化リフォーム推進事業における住宅性能の評価基準に反映 

1） 既存住宅の年代ごとの性能水準を把握する技術データの整備 

2） 解体建物調査による劣化・損傷の実態データの整備 

→構造躯体等の劣化対策（木造）の評価基準の設定に活用 

○新規課題に向けた改善等 

1）既存住宅の設計情報の整備手法 

→現況調査、リフォーム等の業務の生産性向上に向けて、既存住宅のデータ整備を継続 

2）劣化実態に即した現況検査手法 

→より合理的で確度の高いインスペクション（現況検査）の手法を検討 

3）住宅・敷地の相隣環境性能の評価手法 

→公共賃貸住宅や民間住宅団地の管理・再生に係る 3 次元モデル（団地単位：集団規定の

確認、建物形状・配置による相隣環境・微気候・見通し等への影響等）のプロトタイプ開発 

→構造躯体等の劣化対策（木造）の評価基準の設定に活用 

本研究成果をさらに発展させ、既存住宅の現況調査、リフォーム等の業務の生産性向上

に向けて、公共賃貸住宅等の管理に係る BIM 等 3 次元モデルと連携する建築材料・部品等

のデータ整備を検討（課題例：建設技術の研究開発助成経費 新技術導入促進に関する経

費） 

外部評価の結果  本研究開発においては、長期優良住宅化リフォーム推進事業における住宅性能の評価基

準制度に成果が反映されており、一定の波及効果が得られていると評価できる。なお、開発

した「材料・構法データベース」は限定的な使用に留まっているため、広く活用できるよう

整備することが望まれる。 

＜外部評価委員会委員一覧＞（平成３１年２月６日、建設技術研究開発評価委員会） 

委 員 長 道奥 康治 （法政大学 デザイン工学部 都市環境デザイン工学科 教授） 

副委員長 野城 智也 （東京大学 生産技術研究所 教授） 

委  員 加藤 信介 （東京大学 名誉教授） 

  〃     古関 潤一 （東京大学 大学院 工学系研究科 教授） 

〃   清水 英範 （東京大学 大学院 工学系研究科 教授） 

〃   田中 哮義 （京都大学 名誉教授） 

〃   二羽 淳一郎（東京工業大学 環境・社会理工学院 土木・環境工学系 教授） 

〃   平田 京子 （日本女子大学 家政学部 住居学科 教授） 



 

 

〃   本橋 健司 （芝浦工業大学 名誉教授） 

〃   山口 栄輝 （九州工業大学 大学院 工学研究院 建設社会工学研究系 教授） 

新規課題に向け

た改善等 

住宅・敷地の相隣環境の評価手法として本研究では、「日照」しか取り扱っていないが、公

共インフラや地形など災害に対する安全性も指標に入れて検討することが望まれる。 

 


